
　近い将来に発生が予測される

南海トラフ巨大地震等の大規模

災害発生により，行政機能の低

下が余儀なくされる状況にあっ

ても，市民の生命，身体及び財

産を保護し，影響を最小限にと

どめる必要がある。

　本計画は，笠岡市がその責務

を果たすために必要となる業務

を継続あるいは早期に再開する

ため，現状における課題を明確

にし，その対策を立案して，笠

岡市業務継続計画（ＢＣＰ）と

してとりまとめるものである。

１．業務継続計画の基本的な考え方

【ＢＣＰ実践による効果イメージ】

　本計画の対象とする災害は，笠岡市地域防災計画に基づき，今後，３０年以内に７０～８０％の

確率で発生する「南海トラフ巨大地震」とし，地域防災計画の被害想定に基づき，人的被害，建物

被害等が最大となる条件とする。

【南海トラフ巨大地震想定被害数量】

震度階級

■ 震度６強
■ 震度６弱
■ 震度５強

　計画の対象である南海トラフ巨大地震が発生した場合，行政自身にも大きな被害が生じ，

限られた資源（人員・施設・設備等）で市の責務を果たすことが必要となる。このため，実

施すべき業務の選定，優先度，業務開始時間をあらかじめ定めておくことが重要であり，笠

岡市災害対策本部規程の各部署の所管事項（災害対応業務）と通常業務で市民生活に大きな

影響を及ぼす業務（優先的平常時業務）を非常時優先業務選定基準に基づき，「非常時優先

業務」として整理し，目標開始時間を定めた。

【震度分布】

笠岡市の震度 震度５強～震度６強

津波高 3.2メートル（鋼管町）

死者数（津波等） 130名

建物被害（津波等） 1,953棟（全壊）

上水道断水人口 26,096人

下水道支障人口 27,983人

停電件数 31,807軒

避難者数 17,736人

２．前提とする災害と被害想定

３．非常時優先業務の選定
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４．非常時優先業務の実施体制

　非常時優先業務を実施するに当たっては指揮命令系統，市長職務代行，職員の参集体制が重要な

要素になるため，笠岡市地域防災計画及び担当課への調査の結果，以下のとおり整理した。

　

　本計画の対策を推進し，業務継続目標を実現するため，計画の見直し・更新，研修・訓練

の実施を定めるとともに，平時から各所属・職員においてＢＣＰの周知徹底を図り，体制の

整備を行うよう明記した。

６．業務継続体制の向上

第１順位 第２順位 第３順位 第４順位

副市長 総務部長 危機管理部長 政策部長

【市長の職務代行】

　

　非常時優先業務に必要な資源（電気，水，食料等），通信手段（電話，防災無線等），情報シス

テム等の現状と対策について検討を行った。各分野ごとの対策事項，検討事項などを分析，整理す

ることで，現段階で使用可能な資源を把握することができ，不十分な点については対策を講じるよ

う計画に明記した。

　また，非常時優先業務に必要なシステムやデータ等のバックアップ体制も調査し特定を行った。

　加えて，災害対策本部設置庁舎が使用不可能になった場合を想定して代替庁舎を明記した。

　

庁舎名 代替庁舎

本庁舎（本館） 第１分庁舎（中央公民館）

【庁舎使用不可時の代替庁舎】

　

附属資料

　非常時優先業務と業務開始目標時間及び重要な行政データのバックアップ状況一覧を

計画の附属資料として作成した。

 

【非常時優先業務個表】

　

５．非常時優先業務の実施に必要な資源の現状と対策

1時間以
内

3時間以
内

6時間以
内

12時間
以内

1日以内3日以内

参集職員数（人） 132 277 349 380 388 388 

参集率 29% 60% 75% 82% 83% 83%
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